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Ⅰ 調査の概要 

１． 調査目的 

この概要版は、「男女共同参画に関する区民および中学生の意識・実態調査報告書」および「ワー

ク・ライフ・バランスに関する企業および従業員の意識・実態調査報告書」をわかりやすくまとめた

ものです。 

今回の調査は、男女がともにいきいきと暮らせる社会の実現のために、区民および中学生、区内事

業所および従業員の方を対象に男女共同参画やワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）など

についてご意見をお伺いしました。 

この調査で得られた結果を、今後の区の施策や取組みにあたっての基礎資料とし、さらなる施策の

推進につなげてまいります。 

 

２． 調査設計 

調 査 名 
男女共同参画に関する 

区民の意識・実態調査アンケ－ト 

男女共同参画に関する 

中学生の意識・実態調査アンケ－ト 

調査地域 新宿区 

調査対象 満 18歳以上の区民 新宿区内在住の中学生 

標 本 数 2,250名 250名 

抽出方法 令和４年７月１日の住民基本台帳から年代別に割り当てた標本数を無作為抽出 

調査方法 郵送配布、郵送または WEB回収 

調査期間 令和４年８月８日～８月 29日 

 

調 査 名 
ワーク・ライフ・バランスに関する 

企業の意識・実態調査アンケート 

ワーク・ライフ・バランスに関する 

従業員の意識・実態調査アンケート 

調査地域 新宿区 

調査対象 
新宿区内に事業所があり、従業員数が 

５人以上の企業 

新宿区内に事業所があり、従業員数が 

５人以上の企業に勤務する従業員 

標 本 数 4,500社 13,500名 

抽出方法 
総務省統計局「事業所母集団データベース」 

からの無作為抽出 

事業所調査依頼時に、正規従業員２名（男

性、女性各１名）、非正規従業員１名を抽

出、配布していただくよう依頼 

調査方法 郵送配布、郵送または WEB回収 

「ワーク・ライフ・バランスに関する 

企業の意識・実態調査アンケート」に 

同封し、個別に郵送または WEB回収 

調査期間 令和４年８月８日～８月 29日 
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３． 調査項目 

調査名 調査項目 

区民調査 男女平等、家庭生活、女性の活躍推進、ワ－ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調

和）、人権、性の多様性、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の状況と被害者への

支援、区の取組 

中学生調査 男女平等、男女の人権、性の多様性 

事業所調査 事業所、労働時間、休暇や働き方、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、

女性の活躍推進、ハラスメント防止、男女がともに働きやすい職場環境、性の多様性、

地域貢献活動、新宿区の施策 

従業員調査 労働時間、年次有給休暇、女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活

の調和）、性の多様性、ハラスメント対策 

 

４． 回収結果 

男女共同参画に関する区民の意識・実態調査アンケート 

配布数 
有効回収数（構成比） 

有効回収率 
合計 郵送 インターネット 

2,250 643（100.0％） 490（76.2％） 153（23.8％） 28.6％ 

男女共同参画に関する中学生の意識・実態調査アンケート 

配布数 
有効回収数（構成比） 

有効回収率 
合計 郵送 インターネット 

250 97（100.0％） 71（73.2％） 26（26.8％） 38.8％ 

ワーク・ライフ・バランスに関する企業の意識・実態調査アンケート 

配布数 
有効回収数（構成比） 

有効回収率 
合計 郵送 インターネット 

4,500 553（100.0％） 378（68.4％） 175（31.6％） 12.3％ 

ワーク・ライフ・バランスに関する従業員の意識・実態調査アンケート 

配布数 
有効回収数（構成比） 

有効回収率 
合計 郵送 インターネット 

13,500 1,116（100.0％） 832（74.6％） 284（25.4％） 8.3％ 
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５． 概要版の見方 

①集計は、小数点以下第２位を四捨五入しています。したがって、数値の合計が 100.0％にならない場

合があります。 

②回答の比率（％）は、その質問の回答者数（ｎ［number of casesの略］）を基数として算出していま

す。したがって、複数回答の設問はすべての比率を合計すると 100.0％を超えることがあります。 

③クロス集計は上部分の項目（表頭：分析の対象となる質問項目）、表の左側部分の項目（表側：分析

の軸）で構成し、表側の無回答は掲載しません。 

④表側とした質問の回答者数には無回答が含まれるため、表側の回答者数を足しても調査全体の回答者

数と合致しないことがあります。 

⑤本文や図表中の選択肢表記は、場合によって語句を短縮・簡略化している場合があります。また、図

表の見やすさを優先するため、0.0％の回答を表示しない場合があります。 

⑥本調査のような標本調査の場合、標本誤差が存在します。そのため、表側とした調査回答者の属性（性

別、性別・年齢別）のｎが 20 以下の場合は、標本誤差が大きくなるため分析の対象から除く場合が

あります。 

⑦本文中で、比率の比較をする際には、ポイント（少数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位で示

している）で表記しています。 

⑧本文中で、統計数値を考察する際は、表現を以下のとおりとしています。 

 

例 表現 

80.1～80.9％ 約８割 

81.0～82.9％ ８割強 

83.0～84.9％ ８割台半ば近く 

85.0～85.9％ ８割台半ば 

86.0～87.9％ ８割台半ばを超え 

88.0～88.9％ ９割近く 

89.0～89.9％ ９割弱 

 

⑨本文の「前回調査」とは、新宿区が平成 28 年に実施した「男女共同参画に関する区民の意識・実態

調査アンケート」「男女共同参画に関する中学生の意識・実態調査アンケ－ト」「ワーク・ライフ・バ

ランスに関する企業の意識・実態調査アンケート」「ワーク・ライフ・バランスに関する従業員の意

識・実態調査アンケート」、「前々回調査」とは、新宿区が平成 22 年に実施した「男女共同参画に関

する区民の意識・実態調査アンケート」を指します。 
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Ⅱ 区民調査、中学生調査 

１． 回答者の基本属性 

 

 【区民】回答者の性別（年齢別） 

 
 

 【中学生】回答者の性別（学年別） 

 

 

 

 

 

  

40.6 

23.1 

36.6 

40.7 

35.7 

28.4 

43.2 

43.0 

47.7 

59.3 

76.9 

63.4 

57.4 

64.3 

71.6 

56.8 

57.0 

52.3 

0.2 

1.9 

全体（n=643）

18～24歳（n= 26）

25～29歳（n= 41）

30～34歳（n= 54）

35～39歳（n= 56）

40～44歳（n= 67）

45～54歳（n=139）

55～64歳（n=107）

65歳以上（n=153）

無
回
答

男
性

女
性

ど
ち
ら
と
は
い

え
な
い

（％）

（単位：％）

ｎ 男性 女性
どちらとは
いえない

97 43.3 54.6 2.1

１年生・２年生 47 51.1 46.8 2.1

３年生 49 34.7 63.3 2.0

無回答 1 100.0 - -

全体

学
年
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２． 男女平等について 

「平等である」は「学校教育の場で」が 6 割台半ば近くで最も高く、その他の分野では４割未満 

「男性の方が優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合わせた「男性優遇」

は「政治の場で」が 8割台半ば近くで最も高く、「社会通念・慣習・しきたりなどで」が 8割強で続く 
 

男女の地位が平等であるかについてみると、「平等である」は「学校教育の場で」（63.0％）が 6割台

半ば近くで最も高く、その他の分野では 4割未満となっています。 

「男性の方が優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合わせた「男性

優遇」は「政治の場で」（84.9％）が 8 割台半ば近くで最も高く、次いで「社会通念・慣習・しきたり

などで」（82.1％）が 8割強、「社会全体として」（78.4％）が 8割近くとなっています。また、「家庭生

活で」「職場で」「法律や制度の上で」「地域の活動の場で」では、「男性優遇」が 5 割を超えています。 
 

 【区民】男女の地位が平等であるか（前回調査との比較） 

 

  

18.4 

12.6 

21.9 

18.8 

7.8 

4.5 

55.5 

32.8 

22.6 

16.2 

39.5 

30.8 

15.4 

8.9 

27.5 

14.9 

37.0 

34.3 

37.0 

37.9 

19.6 

15.3 

29.4 

40.3 

34.2 

35.6 

42.6 

43.3 

38.3 

32.3 

50.9 

54.1 

36.5 

39.7 

31.3 

28.6 

63.0 

64.5 

10.0 

16.7 

33.3 

33.2 

12.0 

14.7 

37.8 

43.9 

13.8 

20.2 

4.7 

5.6 

5.3 

5.1 

2.5 

2.4 

1.7 

1.8 

5.9 

5.3 

2.8 

3.2 

4.4 

6.6 

4.7 

3.8 

1.2 

1.7 

0.9 

0.9 

0.3 

0.6 

0.2 

0.3 

0.3 
1.1 

0.6 

0.5 

0.5 

0.5 
0.9

2.2 

6.2 

3.6 

8.7 

6.8 

12.6 

3.3 

8.1 

3.7 

8.6 

3.1 

7.4 

3.7 

7.8 

2.6 

6.2 

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

男
性
の
方
が
優
遇
さ
れ

て
い
る

ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
男

性
の
方
が
優
遇
さ
れ
て

い
る

平
等
で
あ
る

ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
女

性
の
方
が
優
遇
さ
れ
て

い
る 女

性
の
方
が
優
遇
さ

れ
て
い
る

無
回
答

（％）

⑥社会通念・

慣習・しきた

りなどで

⑤法律や制度

の上で

④政治の場で

③学校教育の

場で

②職場で

⑦地域の活動

の場で

⑧社会全体と

して

①家庭生活で
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「平等である」は「学校教育の中で」が 8 割強、「家庭生活の中で」が 6 割強 

「男性の方が優先されている」と「どちらかと言えば男性の方が優先されている」を合わせた「男性優

遇」は「社会全体の中で」が 5 割台半ばを超えて最も高い 
 

男女の地位が平等になっているかについてみると、「平等である」は「学校教育の中で」（81.4％）が

8 割強、「家庭生活の中で」（61.9％）が 6 割強、「社会全体の中で」（28.9％）が 3 割近くとなって

います。 

また、「男性の方が優先されている」と「どちらかと言えば男性の方が優先されている」を合わせた

「男性優遇」は、「社会全体の中で」（56.7％）が 5割台半ばを超えとなっています。 
 

 【中学生】家庭生活・学校教育・社会全体の中で男女の地位が平等になっていると思うか（前回調査との比較）  

 

  

3.1 

6.5 

1.0 

2.8 

17.5 

12.1 

18.6 

13.1 

7.2 

6.5 

39.2 

36.4 

61.9 

70.1 

81.4 

61.7 

28.9 

38.3 

11.3 

6.5 

4.1 

21.5 

9.3 

8.4 

5.2 

1.9 

4.1 

6.5 

3.1 

2.8 

1.9 

2.1 

0.9 

2.1 

1.9 

今回調査（n= 97）

前回調査（n=107）

今回調査（n= 97）

前回調査（n=107）

今回調査（n= 97）

前回調査（n=107）

②学校教育

の中で

③社会全体

の中で

①家庭生活

の中で

男
性
の
方
が
優

先
さ
れ
て
い
る

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
男
性
の
方

が
優
先
さ
れ
て

い
る

平
等
で
あ
る

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
女
性
の
方

が
優
先
さ
れ
て

い
る

女
性
の
方
が
優

先
さ
れ
て
い
る

無
回
答

（％）
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区民調査では、性別役割分担に対する考えは、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた「反対（合計）」

が 7割台半ば近く、「賛成」と「どちらかと言えば賛成」を合わせた「賛成（合計）」が 1割台半ば近く 
 

「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識についてみると、「反対」と「どちらかといえば反

対」を合わせた「反対（合計）」（73.3％）が 7割台半ば近く、「賛成」と「どちらかと言えば賛成」を

合わせた「賛成（合計）」（13.5％）が 1割台半ば近くとなっています。 

前回調査と比較すると、「反対（合計）」は 19.1ポイント増加しています。一方、「賛成（合計）」は

16.7ポイント減少しています。 
 

 【区民】性別役割分担に対する考え（前回・前々回調査との比較） 

 

 

中学生調査では、性別役割分担に対する考えは、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた「反

対（合計）」が 7 割強、「賛成」と「どちらかと言えば賛成」を合わせた「賛成（合計）」が約 1 割 
 

「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識についてみると、「反対」と「どちらかといえば反

対」を合わせた「反対（合計）」（72.2％）が 7 割強、「賛成」と「どちらかと言えば賛成」を合わせた

「賛成（合計）」（10.3％）が約 1割となっています。 

前回調査と比較すると、「反対（合計）」は 20.8 ポイント増加しています。一方、「賛成（合計）」は

18.7ポイント減少しています。 
 

 【中学生】性別役割分担に対する考え（前回調査との比較） 

 

 

 

2.0 

3.3 

7.4 

11.5 

26.9 

34.5 

32.2 

33.7 

23.3 

41.1 

20.5 

11.2 

8.1 

9.5 

21.3 

5.1 

6.2 

2.4 

今回調査

（n=643）

前回調査

（n=665）

前々回調査

（n=1,010）

賛
成

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
賛
成

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
反
対

反
対

わ
か
ら
な
い

無
回
答

（％）

8.4 

10.3 

20.6 

29.9 

29.0 

42.3 

22.4 

14.4 

17.8 

3.1 

1.9 

今回調査（n= 97）

前回調査（n=107）

賛
成

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
賛
成

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
反
対

反
対

わ
か
ら
な
い

無
回
答

（％）
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３． 女性の活躍推進について 

望ましいと思う女性の働き方は、「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする方がよい」が 5 割台半

ば近くで最も高い 
 

女性の働き方についてみると、「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする方がよい」（54.6％）が

5 割台半ば近くで最も高く、次いで「子どもができたら一度退職して子育てに専念し、その後再就職す

る方がよい」（22.1％）が 2割強となっています。 

前回・前々回調査と比較してみると、「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする方がよい」は増

加傾向にある一方、「子どもができたら一度退職して子育てに専念し、その後再就職する方がよい」「子

どもができるまでは仕事をし、その後は仕事をやめる方がよい」は減少傾向にあります。 

性別でみると、「男性」「女性」ともに「結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする方がよい」が最

も高くなっていますが、「女性」（58.5%）が「男性」（48.7%）よりも 9.8ポイント高くなっています。 
 

 【区民】望ましいと思う女性の働き方（前回・前々回調査との比較） 

 
 

 【区民】望ましいと思う女性の働き方（性別） 

 

 

  

54.6 

50.1 

35.0 

22.1 

26.3 

35.5 

1.9 

4.2 

10.3 

1.9 

2.3 

4.1 

1.9 

3.5 

5.5 

0.3 

0.5 

0.5 

0.2 

0.5 

0.3 

14.6 

10.5 

6.5 

2.6 

2.3 

2.3 

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

前々回調査（n=1,010）

（％）

結
婚
・
出
産
に
か
か
わ

ら
ず
、
ず
っ
と
仕
事
を

す
る
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
た
ら
一

度
退
職
し
て
子
育
て
に

専
念
し
、
そ
の
後
再
就

職
す
る
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
る
ま
で

は
仕
事
を
し
、
そ
の
後

は
仕
事
を
や
め
る
方
が

よ
い

親
や
配
偶
者
等
に
看

護
・
介
護
が
必
要
に

な
っ
た
ら
仕
事
を
や
め

る
方
が
よ
い

結
婚
す
る
ま
で
は
仕
事

を
す
る
方
が
よ
い

働
く
女
性
は
子
ど
も
を

持
た
な
い
方
が
よ
い

女
性
は
仕
事
を
持
た
な

い
方
が
よ
い

そ
の
他

無
回
答

48.7 

58.5 

24.1 

20.7 

2.7 

1.3 

1.1 

2.4 

1.9 

1.8 

0.4 

0.3 

0.4 
16.9 

13.1 

3.8 

1.8 

男性（n=261）

女性（n=381）

（％）

結
婚
・
出
産
に
か
か
わ

ら
ず
、
ず
っ
と
仕
事
を

す
る
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
た
ら
一

度
退
職
し
て
子
育
て
に

専
念
し
、
そ
の
後
再
就

職
す
る
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
る
ま
で

は
仕
事
を
し
、
そ
の
後

は
仕
事
を
や
め
る
方
が

よ
い

親
や
配
偶
者
等
に
看

護
・
介
護
が
必
要
に

な
っ
た
ら
仕
事
を
や
め

る
方
が
よ
い

結
婚
す
る
ま
で
は
仕
事

を
す
る
方
が
よ
い

働
く
女
性
は
子
ど
も
を

持
た
な
い
方
が
よ
い

女
性
は
仕
事
を
持
た
な

い
方
が
よ
い

そ
の
他

無
回
答
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女性が仕事を継続するために必要なことは、「産休・育休・介護休暇等がとりやすい職場」が 5 割強で

最も高く、「産休・育休・介護休暇等の制度が整っていること」が 4割台半ば近くで続く 
 

女性が結婚・出産・看護・介護等にかかわらず、仕事を継続するために必要なことについてみると、

「産休・育休・介護休暇等がとりやすい職場」（51.0％）が 5 割強で最も高く、次いで「産休・育休・

介護休暇等の制度が整っていること」（44.3％）が 4割台半ば近く、「上司や同僚の理解、支援があるこ

と」（35.6％）と「安心して子どもを預けられる保育園や学童保育などの整備」（35.0％）が 3割台半ば、

「家庭において配偶者・パートナーが育児や介護を平等に分担すること」（33.7％）が 3 割台半ば近く

となっています。 

性別でみると、「男性」「女性」ともに上位 2 項目は同様ですが、3 番目の項目は「男性」が「上司や

同僚の理解、支援があること」、「女性」が「家庭において配偶者・パートナーが育児や介護を平等に分

担すること」となっています。 
 

 【区民】女性が仕事を継続するために必要なこと（全体、性別） 

 

  

51.0 

44.3 

35.6 

35.0 

33.7 

25.3 

19.8 

13.5 

8.6 

7.2 

3.3 

52.1 

45.6 

37.5 

36.8 

28.4 

23.0 

18.4 

9.6 

8.8 

8.8 

3.4 

50.4 

43.3 

34.4 

33.6 

37.5 

27.0 

20.7 

16.3 

8.4 

5.8 

3.1 

0 20 40 60

産休・育休・介護休暇等がとりやす

い職場

産休・育休・介護休暇等の制度が

整っていること

上司や同僚の理解、支援があること

安心して子どもを預けられる保育園

や学童保育などの整備

家庭において配偶者・パートナーが

育児や介護を平等に分担すること

フレックスタイムや短時間勤務など

の勤務制度があること

延長保育や病児保育など、保育サー

ビスの充実

在宅介護サービス、相談窓口や入所

施設の充実

困った時などに相談できる身近な窓

口があること

モデルになる先輩や同僚がいること

その他

全体（n=643） 男性（n=261） 女性（n=381）

（％）
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４． ワ－ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

理想は「すべての調和を図りたい」が 5 割台半ば近くで最も高く、「個人の時間を優先したい」が 2 割台半ば近くで続く 

現実は「仕事を優先している」が 4 割強で最も高い 
 

ワーク・ライフ・バランスの理想についてみると、「すべての調和を図りたい」（54.4％）が 5割台半

ば近くで最も高く、次いで「個人の時間を優先したい」（23.8％）が 2割台半ば近くとなっています。 

 ワーク・ライフ・バランスの現実についてみると、「仕事を優先している」（42.0％）が4割強で最も高く、次いで「家

庭生活を優先している」（17.4％）と「すべての調和が取れている」（16.6％）が1割台半ばを超えとなっています。 
 

 【区民】ワーク・ライフ・バランス（理想）（全体、性別、年齢別） 

 

 【区民】ワーク・ライフ・バランス（現実）（全体、性別、年齢別） 

 

3.6 

5.4 

2.4 

3.8 

4.9 

3.6 

3.0 

5.8 

2.8 

3.3 

7.5 

8.4 

6.6 

7.7 

7.3 

11.1 

3.6 

11.9 

8.6 

1.9 

8.5 

23.8 

25.3 

22.8 

42.3 

36.6 

29.6 

25.0 

13.4 

15.8 

28.0 

23.5 

54.4 

49.0 

58.3 

46.2 

43.9 

53.7 

66.1 

64.2 

61.9 

61.7 

38.6 

10.7 

11.9 

10.0 

7.3 

5.6 

1.8 

7.5 

7.9 

5.6 

26.1 

全体（n=643）

男性（n=261）

女性（n=381）

18～24歳（n= 26）

25～29歳（n= 41）

30～34歳（n= 54）

35～39歳（n= 56）

40～44歳（n= 67）

45～54歳（n=139）

55～64歳（n=107）

65歳以上（n=153）

（％）

仕
事
を
優
先
し

た
い

家
庭
生
活
を
優

先
し
た
い

個
人
の
時
間
を

優
先
し
た
い

す
べ
て
の
調
和

を
図
り
た
い

無
回
答

42.0 

51.0 

36.0 

38.5 

56.1 

46.3 

39.3 

52.2 

49.6 

49.5 

21.6 

17.4 

8.0 

23.6 

7.7 

7.3 

14.8 

32.1 

26.9 

21.6 

13.1 

12.4 

11.5 

13.0 

10.5 

23.1 

12.2 

14.8 

8.9 

4.5 

5.8 

9.3 

19.0 

16.6 

13.4 

18.9 

26.9 

17.1 

18.5 

16.1 

7.5 

14.4 

20.6 

17.6 

12.4 

14.6 

11.0 

3.8 

7.3 

5.6 

3.6 

9.0 

8.6 

7.5 

29.4 

全体（n=643）

男性（n=261）

女性（n=381）

18～24歳（n= 26）

25～29歳（n= 41）

30～34歳（n= 54）

35～39歳（n= 56）

40～44歳（n= 67）

45～54歳（n=139）

55～64歳（n=107）

65歳以上（n=153）

（％）

仕
事
を
優
先
し

て
い
る

家
庭
生
活
を
優

先
し
て
い
る

個
人
の
時
間
を

優
先
し
て
い
る

す
べ
て
の
調
和

が
取
れ
て
い
る

無
回
答
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５． 性の多様性について 

区民調査では、性的マイノリティ（LGBT 等）の認知度は、「聞いたことがあり、内容も知っている」

と「聞いたことがある」を合わせた「聞いたことがある（合計）」が 9 割台半ば近く 
 

性的マイノリティ（LGBT 等）の認知度について、「聞いたことがあり、内容も知っている」と「聞い

たことがある」を合わせた「聞いたことがある（合計）」（94.8％）が 9 割台半ば近くとなっています。 

前回調査と比較してみると、「聞いたことがある（合計）」は「今回」（94.8％）が「前回」（76.2％）

よりも 18.6ポイント高くなっています。 
 

 【区民】性的マイノリティ（LGBT 等）の認知度（前回調査との比較） 

 

 

中学生調査では、性的マイノリティ（LGBT 等）の認知度は、「聞いたことがあり、内容も知っている」

と「聞いたことがある」を合わせた「聞いたことがある（合計）」が 8 割強 
 

性的マイノリティ（LGBT 等）という言葉の認知度についてみると、「聞いたことがあり、内容も知っ

ている」と「聞いたことがある」を合わせた「聞いたことがある（合計）」（82.4％）が 8割強となって

います。 

性別でみると、「聞いたことがある（合計）」は「女性」（84.9％）が 8割台半ば近く、「男性」（78.6％）

が 8割近くとなっています。 
 

 【中学生】性的マイノリティ（LGBT等）の認知度（全体、性別） 

 

74.7 

49.3 

20.1 

26.9 

3.1 

18.0 

2.2 

5.7 

今回調査（n=643）

前回調査（n=665）

無
回
答

聞
い
た
こ
と
が

あ
り
、
内
容
も

知
っ
て
い
る

聞
い
た
こ
と
が

あ
る

聞
い
た
こ
と
が

な
い

（％）

60.8 

52.4 

66.0 

21.6 

26.2 

18.9 

16.5 

19.0 

15.1 

1.0 

2.4 

全体（n=97）

男性（n=42）

女性（n=53）

聞
い
た
こ
と
が

あ
り
、
内
容
も

知
っ
て
い
る

聞
い
た
こ
と
が

あ
る

聞
い
た
こ
と
が

な
い

無
回
答

（％）
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６． ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の状況と被害者への支援について 

「ＤＶだと思う行為」は「殴る・蹴る・髪を引っ張る・物を投げつける等の行為をふるう」「首をしめ

る・刃物を持ち出す等命に危険を感じる行為を行う」がそれぞれ 9割近く 

「ＤＶだと思わない行為」は「他人に悪口を言う」が 2 割台半ばを超えて最も高く、「自由になるお金

を制限する」が 1 割台半ばを超えて続く 
 

ＤＶだと思う行為、思わない行為についてみると、「ＤＶだと思う行為」は「殴る・蹴る・髪を引っ

張る・物を投げつける等の行為をふるう」（88.5％）、「首をしめる・刃物を持ち出す等命に危険を感じ

る行為を行う」（88.2％）がそれぞれ 9 割近く、「『誰のおかげで食べられるんだ』・『馬鹿』等の暴言を

言う、大声でどなる」（87.2％）が 8割台半ばを超えて高くなっています。一方、「ＤＶだと思わない行

為」は「他人に悪口を言う」（26.4％）が 2 割台半ばを超えて最も高く、次いで「自由になるお金を制

限する」（16.8％）、「交友関係やメールをチェックする」（16.6％）がそれぞれ 1割台半ばを超えとなっ

ています。 
 

 【区民】ＤＶだと思う行為、思わない行為 

 

73.1 

77.4 

70.3 

87.2 

84.1 

59.9 

84.0 

84.8 

88.5 

88.2 

70.6 

86.5 

82.9 

80.4 

14.8 

9.8 

16.6 

1.9 

3.7 

26.4 

4.2 

2.8 

0.9 

0.8 

16.8 

1.9 

5.0 

7.0 

12.1 

12.8 

13.1 

10.9 

12.1 

13.7 

11.8 

12.4 

10.6 

11.0 

12.6 

11.7 

12.1 

12.6 

①何を言っても無視する

②行動を制限する

③交友関係やメールをチェックする

④「誰のおかげで食べられるんだ」・「馬

鹿」等の暴言を言う、大声でどなる

⑤人前で侮辱する

⑥他人に悪口を言う

⑦大切な物をわざと壊す

⑧殴るふりをする等して脅す

⑨殴る・蹴る・髪を引っ張る・物を投げつけ

る等の行為をふるう

⑩首をしめる・刃物を持ち出す等命に危険を

感じる行為を行う

⑪自由になるお金を制限する

⑫意に反した性的な行為を強要する

⑬無理やりポルノ等を見せる

⑭避妊に協力しない

Ｄ
Ｖ
だ
と
思
う

行
為

Ｄ
Ｖ
だ
と
思
わ

な
い
行
為

無
回
答

（％）

n=643
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「デートＤＶだと思う行為」は「殴るふりをするなどしておどす」が 8 割台半ばで最も高く、「人前で

バカにする」が 7 割台半ばを超えて続く 

「デートＤＶだと思わない行為」は「何を言っても無視する」が 4 割弱で最も高く、「服装を指示する」

が 3 割台半ばを超えて続く 
 

デートＤＶだと思う行為、思わない行為についてみると、「デートＤＶだと思う行為」は「殴るふり

をするなどしておどす」（85.6％）が 8割台半ばで最も高く、次いで「人前でバカにする」（76.3％）が

7割台半ばを超え、「友人関係を制限する」（72.2％）が 7割強となっています。一方、「デートＤＶだと

思わない行為」は「何を言っても無視する」（39.2％）が 4割弱で最も高く、次いで「服装を指示する」

（36.1％）が 3割台半ばを超え、「他人に悪口を言う」（29.9％）が 3割弱となっています。 
 

 【中学生】デートＤＶだと思う行為、思わない行為

 

  

50.5 

72.2 

52.6 

62.9 

76.3 

58.8 

67.0 

85.6 

39.2 

16.5 

36.1 

25.8 

12.4 

29.9 

22.7 

6.2 

10.3 

11.3 

11.3 

11.3 

11.3 

11.3 

10.3 

8.2 

①何を言っても無視する

②友人関係を制限する

③服装を指示する

④交友関係やメールを

チェックする

⑤人前でバカにする

⑥他人に悪口を言う

⑦いつも相手に

おごらせる

⑧殴るふりをする

などをしておどす

n=97

デ
ー
ト
Ｄ
Ｖ
だ

と
思
う
行
為

デ
ー
ト
Ｄ
Ｖ
だ

と
思
わ
な
い
行

為 無
回
答

（％）
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７． 区の取組について 

男女共同参画を進めるために新宿区が力を入れるべきことは、「男女平等の意識を育てる学校教育の充

実」「保育所、学童保育などの充実」がそれぞれ 5 割強 
 

男女共同参画を進めるために区が力を入れると良いことについてみると、「男女平等の意識を育てる

学校教育の充実」（52.3％）、「保育所、学童保育などの充実」（51.9％）がそれぞれ 5 割強、「介護が必

要な人に対する在宅介護サービスや施設の充実」（47.1％）が 4割台半ばを超え、「女性の再就職支援や

起業支援の充実」（40.4％）が約 4割となっています。 
 

 【区民】男女共同参画を進めるために新宿区が力を入れるべきこと 

 

 

  

52.3 

51.9 

47.1 

40.4 

36.7 

35.5 

30.8 

27.7 

19.1 

18.2 

17.4 

14.3 

13.4 

4.4 

0 20 40 60

男女平等の意識を育てる学校教育の充実

保育所、学童保育などの充実

介護が必要な人に対する在宅介護サービスや施設の充実

女性の再就職支援や起業支援の充実

企業に対する仕事と家庭・地域活動が両立できるような働き方

の見直しを求める働きかけ

企業に対する就労機会や労働条件の男女格差を是正するための

働きかけ

あらゆる分野における女性の積極的な登用

行政の政策決定などへの女性の参画促進

国・都に対する男女共同参画を推進するための働きかけ

男女平等に関する情報提供・交流会・相談・研究などの充実

各種相談事業の充実

国際社会における男女共同参画についての情報収集・情報提供

男女共同参画への理解を深めるための講座等の開催

その他

n=643 （％）
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Ⅲ 企業調査、従業員調査 

１． 会社、事業所の基本属性について 

 

 【企業】会社の業種 

 

 

 

 【企業】会社全体の従業員規模 

 

 

  

農林漁業（個人経営を除く）

0.2%

鉱業，採石業，砂利採取業

0.0%

建設業

7.6%

製造業

6.3% 電気・ガス・熱

供給・水道業

0.5%

情報通信業

8.3%

運輸業，郵便業

1.3%

卸売業，小売業

14.1%

金融業，保険業

2.9%
不動産業，

物品賃貸業

6.9%

学術研究，専門・

技術サービス業

9.2%

宿泊業，飲食サービス業

6.3%

生活関連サービス

業，娯楽業

2.0%

教育，学習支援業

2.9%

医療，福祉

10.1%

複合サービス事業

0.4%

サービス業（他に分

類されないもの）

19.3%

無回答

1.6%

n=553

10人以下

35.3%

11人以上

20人以下

14.6%
21人以上

30人以下

7.2%

31人以上

50人以下

10.3%

51人以上

100人以下

8.0%

101人以上

300人以下

10.1%

301人以上

13.6%

無回答

0.9%

n=553
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２． 従業員の基本属性について 

 

 【従業員】性別（全体、年齢別、働き方別） 

 

 
 

 【従業員】年齢（全体、働き方別） 

 

 

 

  

41.3 

37.5 

34.7 

44.6 

42.4 

38.6 

54.4 

46.8 

22.8 

57.9 

62.5 

64.9 

54.7 

56.9 

60.3 

44.1 

52.3 

76.8 

0.3 

0.5 

0.3 

0.3 

0.2 

0.4 

0.5 

0.3 

0.3 

1.1 

1.5 

0.7 

全体（n=1,116）

18～24歳（n= 48）

25～34歳（n=222）

35～44歳（n=289）

45～54歳（n=297）

55～64歳（n=189）

65歳以上（n= 68）

正規（n=859）

非正規（n=246）

無
回
答

男
性

女
性

ど
ち
ら
と
は
い

え
な
い

（％）

4.3 

4.4 

4.1 

9.6 

10.0 

8.1 

10.3 

11.3 

7.3 

11.2 

12.6 

6.5 

14.7 

16.1 

9.3 

15.1 

15.4 

15.0 

11.5 

10.8 

13.4 

9.8 

9.4 

10.2 

7.2 

5.4 

13.4 

3.9 

2.2 

9.8 

2.2 

2.1 

2.8 

0.3 

0.3 

全体

（n=1,116）

正規

（n=  859）

非正規

（n=  246）

（％）

1
8
～
2
4
歳

3
0
～
3
4
歳

2
5
～
2
9
歳

3
5
～
3
9
歳

4
0
～
4
4
歳

4
5
～
4
9
歳

5
0
～
5
4
歳

6
0
～
6
4
歳

5
5
～
5
9
歳

6
5
～
6
9
歳

7
0
歳
以
上

無
回
答
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３． 労働時間について 

残業や休日出勤が発生する場合の要因は、「突発的な業務がしばしば発生するから」が 4 割台半ばを超

えて最も高い 
 

所定外労働時間が発生する場合の要因についてみると、「突発的な業務がしばしば発生するから」（46.5％）

が 4 割台半ばを超えて最も高く、次いで「所定労働時間内では片付かない仕事量だから」（30.7％）と「取

引先（顧客）との関係で時間を合わせる必要があるから」（30.4％）がそれぞれ約 3 割となっています。 
 

 【企業】所定外労働時間が発生する場合の要因 

 
  

残業や休日出勤が発生する場合の要因は、「突発的な業務がしばしば発生するから」が 4 割強で最も高

く、「定められた勤務時間内では片付かない仕事量だから」が約 3割で続く 
 

残業や休日出勤が発生する場合の要因についてみると、「突発的な業務がしばしば発生するから」（41.8％）

が 4 割強で最も高く、次いで「定められた勤務時間内では片付かない仕事量だから」（30.6％）が約 3 割、

「取引先（顧客）との関係で時間を合わせる必要があるから」（21.5％）が 2 割強となっています。 
 

 【従業員】残業や休日出勤が発生する場合の要因 

 

46.5 

30.7 

30.4 

23.5 

21.7 

11.2 

9.2 

4.0 

1.6 

1.6 

3.8 

10.3 

0 20 40 60

突発的な業務がしばしば発生するから

所定労働時間内では片付かない仕事量だから

取引先（顧客）との関係で時間を合わせる必要があるから

事業活動の繁閑の差が大きいから

人手不足であるから

組織または個人の仕事の進め方が効率的ではないから

より質の高い仕事をしたいと従業員が思っているから

残業手当や業績手当などの各種手当を増やしたいと従業員が

思っているから

長時間働く方が会社に評価されると従業員が思っているから

周りの人が残業をしていると、残業をしなければならないと

従業員が思っているから

その他

特にない

n=553
（％）

41.8 

30.6 

21.5 

19.4 

18.5 

5.5 

3.8 

2.2 

1.6 

1.1 

1.9 

16.9 

0 20 40 60

突発的な業務がしばしば発生するから

定められた勤務時間内では片付かない仕事量だから

取引先（顧客）との関係で時間を合わせる必要があるから

事業活動の繁閑の差が大きいから

人手不足であるから

組織または個人の仕事の進め方が効率的ではないから

より質の高い仕事をしたいから

残業手当や業績手当などの各種手当を増やしたいから

周りの人が残業をしているから

長時間働く方が会社に評価されると思うから

その他

特にない

n=1,116
（％）



19 
 

長時間労働の是正や解消をするための取組は、「年次有給休暇の取得促進の取組」が 4 割弱で最も高い 
 

長時間労働の是正や解消をするための取組についてみると、「年次有給休暇の取得促進の取組」

（39.6％）が 4 割弱で最も高く、次いで「労働時間の適正化に向けた仕事の役割・分担の見直し」（36.2％）

が 3 割台半ばを超え、「長時間労働の従業員やその上司に対する注意や助言」（26.4％）が 2 割台半ばを

超え、「定時退社の呼びかけ」（20.4％）が約 2 割となっています。 
 

 【企業】長時間労働の是正や解消をするための取組 

 

  

36.2 

26.4 

20.4 

13.2 

11.4 

11.0 

7.6 

5.2 

3.6 

2.4 

1.1 

3.1 

15.4 

0 10 20 30 40

年次有給休暇の取得促進の取組

労働時間の適正化に向けた仕事の役割・分担の見直し

長時間労働の従業員やその上司に対する注意や助言

定時退社の呼びかけ

非正規従業員の採用や外部人材の活用

ノー残業デーの実施

正規従業員の採用

業務の外部委託を推進

長時間労働の課題について労使で話し合う機会を設定

専門家による健康問題やメンタルヘルスなどに関する相

談サービス

時間管理が評価される一般従業員人事制度の導入

時間管理が評価される管理職人事制度の導入

その他

特に行ってない

n=553

（％）

39.6
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４． 休暇や働き方について 

年次有給休暇の年間取得日数は「9～10 日」が 2 割近くで最も高く、「5～6 日」が 1割台半ばで続く 
 

年次有給休暇の年間取得日数についてみると、「9～10 日」（18.2％）が 2 割近くで最も高く、次いで

「5～6 日」（15.7％）が 1 割台半ばとなっています。また、「5 日以上」（73.8%）は 7 割台半ば近くと

なっています。 

雇用形態別でみると、「正規」では「9～10 日」（19.3％）が 2 割弱で最も高く、次いで「5～6 日」（16.8％）

が 1 割台半ばを超えとなっています。「非正規」では「0 日」（19.5％）が 2 割弱で最も高く、次いで「9

～10 日」（15.0％）が 1 割台半ばとなっています。 
 

 【従業員】昨年（または昨年度）の年次有給休暇の年間取得日数（全体、働き方別） 

 

  

9.1 

2.6 

3.1 

15.7 

9.8 

18.2 

5.7 

3.8 

5.8 

3.1 

6.7 

5.0 

0 20 40 60

０日

１～２日

３～４日

５～６日

７～８日

９～10日

11～12日

13～14日

15～16日

17～18日

19～20日

21日以上

全体（n=1,116）
（％）

6.3 

2.4 

2.8 

16.8 

10.8 

19.3 

5.2 

4.0 

6.1 

3.4 

6.9 

5.5 

0 20 40 60

０日

１～２日

３～４日

５～６日

７～８日

９～10日

11～12日

13～14日

15～16日

17～18日

19～20日

21日以上

正規（n=859）
（％）

19.5 

3.3 

4.1 

11.0 

6.5 

15.0 

7.3 

3.3 

5.3 

2.0 

4.9 

3.7 

0 20 40 60

０日

１～２日

３～４日

５～６日

７～８日

９～10日

11～12日

13～14日

15～16日

17～18日

19～20日

21日以上

非正規（n=246）
（％）
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企業調査では、年次有給休暇が取りにくい理由は、「人員が不足しているから」が 4 割強で最も高く、

「仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから」が約 4 割で続く 
 

従業員の年次有給休暇の取得状況について「あまり取れていない（半数以上の従業員が年５日以上取

得できなかった）」「まったく取れていない（全従業員が年５日以上取得できなかった）」と回答した事

業所を対象として、取りにくい理由についてみると、「人員が不足しているから」（42.9％）が 4 割強で

最も高く、次いで「仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから」（40.8％）が約 4 割となっています。 
 

 【企業】年次有給休暇が取りにくい理由 

 

従業員調査では、年次有給休暇が取りにくい理由は、「人員が不足しているから」が 4 割台半ばを超え

て最も高く、「仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから」が 4 割強で続く 
 

年次有給休暇の取りやすさについて「年次有給休暇を取りにくい」と回答した人を対象として、年次

有給休暇が取りにくい理由についてみると、「人員が不足しているから」（47.0％）が 4 割台半ばを超え

て最も高く、次いで「仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから」（41.4％）が 4 割強、「職場の雰囲気

で取りにくいから」（24.7％）が 2 割台半ば近く、「同僚に迷惑がかかるから」（22.8％）が 2 割強とな

っています。 
 

 【従業員】年次有給休暇が取りにくい理由 

 

42.9 

40.8 

26.5 

18.4 

14.3 

12.2 

6.1 

2.0 

6.1 

14.3 

0 20 40 60

人員が不足しているから

仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから

病気等に備えて残すという意識が強いから

同僚に迷惑がかかるから

職場の雰囲気で取りにくいから

同僚が休暇を取らないから

上司がいい顔をしないから

個人の勤務評価に影響があると思うから

その他

特にない

n=49 （％）

47.0 

41.4 

24.7 

22.8 

15.3 

11.2 

9.8 

2.8 

6.5 

4.2 

0 20 40 60

人員が不足しているから

仕事が多忙で休暇を取ることが難しいから

職場の雰囲気で取りにくいから

同僚に迷惑がかかるから

病気等に備えて残すという意識が強いから

上司がいい顔をしないから

同僚が休暇を取らないから

個人の勤務評価に影響があると思うから

その他

特にない

n=215
（％）
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５． ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

ワーク・ライフ・バランスの推進の重要性は、「非常に重要である」と「重要である」を合わせた「肯

定的評価」が 6 割弱 
 

ワーク・ライフ・バランスの推進の重要性についてみると、「非常に重要である」と「重要である」

を合わせた「肯定的評価」（59.5％）が 6 割弱、「あまり重要ではない」と「まったく重要ではない」を

合わせた「否定的評価」（19.9％）が 2 割弱となっています。 
 

 【企業】ワーク・ライフ・バランスの推進の重要性 

 

  

非常に重要で

ある

15.6%

重要である

43.9%

あまり重要で

はない

17.4%

まったく重

要ではない

2.5%

わからない

16.5%

無回答

4.2%

n=553
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企業調査では、ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題は、「代替要員の確保等、人員配置に

苦慮すること」が 4割台半ばを超えて最も高く、「売上減少等、経営への影響」が 2割台半ば近くで続く 
 

ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題についてみると、「代替要員の確保等、人員配置

に苦慮すること」（47.6％）が 4 割台半ばを超えて最も高く、次いで「売上減少等、経営への影響」（23.7％）

と「勤務時間や勤務地の多様化による労務管理の煩雑化」（23.3％）が 2 割台半ば近くとなっています。 
 

 【企業】ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題 

 

従業員調査では、ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題は、「代替要員の確保等、人員配

置に苦慮すること」が 4 割台半ば近くで最も高く、「風土の醸成」が 2 割近くで続く 
 

ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題についてみると、「代替要員の確保等、人員配置

に苦慮すること」（43.0％）が 4 割台半ば近くで最も高く、次いで「風土の醸成」（18.4％）が 2 割近く、

「取組のためのノウハウ不足」（17.7％）が 1 割台半ばを超えとなっています。 
 

 【従業員】ワーク・ライフ・バランスの推進に当たっての課題 

 

47.6 

23.7 

23.3 

19.7 

18.6 

14.5 

11.9 

11.2 

4.5 

1.8 

15.4 

0 20 40 60

代替要員の確保等、人員配置に苦慮すること

売上減少等、経営への影響

勤務時間や勤務地の多様化による労務管理の

煩雑化

取組のためのノウハウ不足

制度利用者と非利用者の間での不公平感

風土の醸成

取組のための費用負担

経営者の理解が進まないこと

管理職の理解が進まないこと

その他

特にない

n=553

（％）

43.0 

18.4 

17.7 

16.3 

16.1 

15.6 

15.2 

9.2 

8.3 

1.1 

15.9 

0 20 40 60

代替要員の確保等、人員配置に苦慮すること

風土の醸成

取組のためのノウハウ不足

売上減少等、経営への影響

勤務時間や勤務地の多様化による労務管理の煩雑化

制度利用者と非利用者の間での不公平感

経営者の理解が進まないこと

管理職の理解が進まないこと

取組のための費用負担

その他

特にない

n=1,116 （％）
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企業調査では、ワーク･ライフ･バランスを推進するために必要な取組は、「業務・作業量を減らせるよ

う業務改善に取り組む」が 3 割台半ばを超えて最も高く、「管理職の意識改革を行う」が 3 割弱で続く 
 

ワーク･ライフ･バランスを推進するために必要な取組についてみると、「業務・作業量を減らせるよう

業務改善に取り組む」（36.0％）が3割台半ばを超えて最も高く、次いで「管理職の意識改革を行う」（29.7％）

が 3 割弱、「企業トップがリーダーシップを発揮する」（23.5％）が 2 割台半ば近くとなっています。 
 

 【企業】ワーク･ライフ･バランスを推進するために必要な取組 

 

従業員調査では、ワーク･ライフ･バランスを実現するために必要な取組は、「業務・作業量を減らせるよ

う業務改善に取り組む」が 3割台半ば近くで最も高く、「管理職の意識改革を行う」が 3割近くで続く 
 

ワーク･ライフ･バランスを実現するために必要な取組についてみると、「業務・作業量を減らせるよ

う業務改善に取り組む」（34.1％）が 3 割台半ば近くで最も高く、次いで「管理職の意識改革を行う」

（28.4％）が 3 割近く、「企業トップがリーダーシップを発揮する」（22.3％）が 2 割強となっています。 
 

 【従業員】ワーク･ライフ･バランスを実現するために必要な取組 

36.0 

29.7 

23.5 

19.0 

12.7 

11.6 

10.5 

10.3 

10.3 

6.7 

5.4 

4.7 

11.9 

0 10 20 30 40

業務・作業量を減らせるよう業務改善に取り組む

管理職の意識改革を行う

企業トップがリーダーシップを発揮する

管理職以外の従業員の意識改革を行う

年次有給休暇を取る計画をつくる

育児休業・休暇を取りやすくする

在宅勤務ができるようにする

介護休業・休暇を取りやすくする

時間短縮勤務ができるようにする

ワーク･ライフ･バランスを推進する担当者を決める

ノー残業デーを増やす

その他

特にない

n=553
（％）

34.1 

28.4 

22.3 

18.0 

17.0 

12.5 

11.8 

11.5 

11.0 

10.2 

7.6 

3.1 

15.1 

0 10 20 30 40

業務・作業量を減らせるよう業務改善に取り組む

管理職の意識改革を行う

企業トップがリーダーシップを発揮する

性別にかかわらず育児休業・休暇を取りやすくする

管理職以外の従業員の意識改革を行う

性別にかかわらず介護休業・休暇を取りやすくする

年次有給休暇を取る計画をつくる

性別にかかわらず在宅勤務ができるようにする

性別にかかわらず時間短縮勤務ができるようにする

ワーク･ライフ･バランスを推進する担当者を決める

ノー残業デーを増やす

その他

特にない

n=1,116 （％）
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